
  

１．平成23年3月期第１四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日） 

  

（注）23年3月期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、四半期純損失を計上しているため記載しておりません。 

  

(2）連結財政状態 

（注１）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しておりま

す。 
（注２）「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況

が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。 
  

２．配当の状況 

（注１）当四半期における配当予想の修正有無：無 
（注２）上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当行が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式（非上場）の配当の状

況については、「種類株式の配当の状況」をご覧ください。 
  

３．平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注１）当四半期における業績予想の修正有無：無 
（注２）通期の１株当たり当期純利益については、第一種優先株式の配当金が未定のため記載しておりません。 
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  （百万円未満、小数点第１位未満は切捨て）

(1）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  経常収益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第１四半期  9,844  1.6  △3,105  －  △2,960  －

22年3月期第１四半期  9,687  △4.8  482  1.6  897  △22.5

  １株当たり四半期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年3月期第１四半期  △9.77  －

22年3月期第１四半期  2.96  2.42

  総資産 純資産 自己資本比率 
１株当たり 

純資産 
連結自己資本比率

（国内基準） 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

23年3月期第１四半期  1,739,189  76,604  4.4  113.42  8.84

22年3月期  1,734,840  74,606  4.2  105.70  9.19

（参考）自己資本 23年3月期第１四半期 76,546百万円 22年3月期 74,547百万円

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期  － 0.00 －  1.00 1.00

23年3月期  －

23年3月期（予想） 0.00 －  1.00 1.00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  経常収益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計）  19,500  △1.2  △1,850  －  △1,550  －  △5.11

通 期  39,000  △3.6  100  △83.0  550  △80.2  －



４．その他 （詳細は、【添付資料】Ｐ．2「２．その他の情報」をご覧ください。） 

(1）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規 － 社（社名  －  ）、除外 － 社（社名  －  ）  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

(2）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

(3）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原

則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

(4）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外でありますが、この四半期決算短信

の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期１四半期 303,275,878株 22年3月期 303,275,878株

②  期末自己株式数 23年3月期１四半期 467,326株 22年3月期 466,285株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期１四半期 302,809,112株 22年3月期１四半期 302,831,059株



・種類株式の配当の状況 

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。 

第一種優先株式   年間配当金   

 第 1 四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22 年 3月期 ― 0.00 ― 125.00 125.00

23 年 3 月期 ―  

23 年 3 月期 
（予想）  0.00 ― 未定 未定

（注）１．配当予想の当四半期における修正の有無 ： 無 

    ２．１株当たり発行価格 5,000 円 

 

第二種優先株式   年間配当金   

 第 1 四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22 年 3月期 ― 0.00 ― 0.909 0.909

23 年 3 月期 ―  

23 年 3 月期 
（予想）  0.00 ― 3.464 3.464

（注）１．配当予想の当四半期における修正の有無 ： 無 

   ２．１株当たりの払込金額 200 円 

     ３．１株当たり配当金の算定の基礎となる計数及び算式 

     （１）22 年 3月期 

       ①算式 

         初年度配当金＝１株当たりの払込金額×（日本円 TIBOR＋1.15％）×94÷365 

       ②日本円 TIBOR 

         第二種優先株式の発行決議日（平成 21 年 12 月 11 日）における日本円 TIBOR（12 ヶ月物）＝0.61455％ 

       ③発行済株式数 

         175,000,000 株 

     （２）23 年 3月期（予想） 

       ①算式 

         配当金＝１株当たりの払込金額×（日本円 TIBOR＋1.15％） 

       ②日本円 TIBOR 

         平成 22 年 4月 1日における日本円 TIBOR（12 ヶ月物）＝0.58231％ 

       ③発行済株式数 

         175,000,000 株 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第 1 四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジア向け輸出が堅調に推移し、またエコポイン

ト制度、エコカー減税・補助金などによる耐久消費財の需要が個人消費を押し上げたことから景気の回

復傾向が持続したものの、設備投資や雇用環境は改善しておらず景気回復ペースは実感に乏しい状況が

続きました。 

当行は、「雨でも傘をさし続ける銀行」を標榜し、地域への総合金融サービスの提供を通じて「地域

から頼られる銀行」となるためにグループ一丸となり全力を尽くしております。 

また、当行は平成 21 年 10 月から平成 24 年３月までを集中期間とする経営強化計画(プランフェニッ

クスⅡ)を作成し、役職員一丸となって掲げた諸施策を着実に達成するよう努力しており、「役に立つ銀

行」、「信頼される銀行」、「発展する銀行」という経営理念に基づき、経営体力を強化するために、

営業力、収益力の強化と徹底した経営の効率化・合理化に努めております。 

収益につきましては、当第 1 四半期連結会計期間の資金運用収益が前年同四半期連結会計期間比 74 百

万円増加の 76 億 12 百万円、資金調達費用が前年同四半期連結会計期間比 3 億 81 百万円減少の 5 億 70

百万円となり、資金運用収支は前年同四半期連結会計期間比 4 億 56 百万円増加の 70 億 42 百万円となり

ました。 

役務取引等収支は、手数料収入が増加したものの手数料費用も増加したことなどから、前年同四半期

連結会計期間比 32 百万円減少の 4 億 77 百万円となりました。 

変動利付国債の売却損は 33 億 78 百万円となりました。これは、当第 1 四半期連結会計期間の利益を

圧縮する要因となるものの、有価証券運用利回りの低い原因であった変動利付国債の売却が完了したこ

とから、通期では有価証券運用利回りの改善が見込まれます。また株式等の減損処理については、当第

1 四半期連結会計期間において 8 億 25 百万円行い前年同四半期連結会計期間比 6 億 98 百万円の増加と

なりました。 

変動利付国債の売却損を 33 億 78 百万円計上したことにより、当第 1 四半期連結会計期間の経常利益

は前年同四半期連結会計期間比 35 億 87 百万円減少し 31 億 5 百万円の損失となり、四半期純利益は前年

同四半期連結会計期間比 38 億 58 百万円減少し 29 億 60 百万円の損失となりました。 

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

預金は、個人預金が前連結会計年度末比 183 億円増加し、法人預金が前連結会計年度末比 50 億円増加

したことから、当第 1 四半期連結会計期間末残高は前連結会計年度末比 275 億円増加の１兆 6,216 億円

となりました。 

貸出金は、靴底を減らしてお客様回りを徹底し地域への円滑な資金供給に努めましたが、当第 1 四半

期連結会計期間末残高は前連結会計年度末比 44 億円減少の１兆 1,929 億円となりました。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

第２四半期連結累計期間及び通期の業績予想については、現時点において、平成 22 年 5 月 14 日に公

表いたしました計数に修正は行っておりません。 

 

２．その他の情報 

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①減価償却費の算定方法 

定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法

により算定しております。 

②貸倒引当金の計上方法 

「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当ててい

る債権等以外の債権に対する貸倒引当金につきましては、平成 22 年 3 月期の予想損失率を適用して

計上しております。 
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③税金費用の計算 

法人税等につきましては、年度決算と同様の方法により計算しておりますが、納付税額の算出に

係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高い項目に限定して適用しております。 

④繰延税金資産の回収可能性の判断 

繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、一時差異の発生状況について前連結会計年度

末から大幅な変動がないと認められるため、同年度末の検討において使用した将来の業績予測及び

タックス・プランニングの結果を適用しております。 

⑤連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去 

連結会社相互間の債権債務につきましては、合理的な範囲内で、当該債権の額と債務の額の差異

の調整を行わずに相殺消去しております。 

連結会社相互間の取引につきましては、取引金額の差異を合理的な方法により相殺消去しており

ます。 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計処理基準に関する事項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当第１四半期連結会計期間から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18

号平成 20 年 3 月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第 21 号平成 20 年 3 月 31 日）を適用しております。 

これにより、経常利益は 3 百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は 216 百万円減少して

おります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 289 百万円でありま

す。 

②表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号平成 20 年 12 月 26 日）に基づく

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成 21 年 3 月 24 日内閣府令第 5 号）の適用に

より、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示し

ております。 
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 27,603 28,538

コールローン及び買入手形 66,354 19,474

買入金銭債権 183 190

商品有価証券 28 31

有価証券 417,168 454,603

貸出金 1,192,924 1,197,415

外国為替 3,336 2,040

その他資産 15,131 14,023

有形固定資産 26,325 26,467

無形固定資産 988 1,073

繰延税金資産 1,602 3,628

支払承諾見返 6,843 6,710

貸倒引当金 △19,302 △19,357

資産の部合計 1,739,189 1,734,840

負債の部   

預金 1,621,653 1,594,085

コールマネー及び売渡手形 － 30,000

借用金 4,297 4,316

外国為替 29 34

その他負債 13,166 8,105

賞与引当金 5 233

退職給付引当金 12,020 11,977

役員退職慰労引当金 44 248

睡眠預金払戻損失引当金 241 241

偶発損失引当金 685 676

繰延税金負債 21 32

再評価に係る繰延税金負債 3,573 3,573

支払承諾 6,843 6,710

負債の部合計 1,662,584 1,660,234

純資産の部   

資本金 38,653 38,653

資本剰余金 31,205 31,205

利益剰余金 9 3,612

自己株式 △108 △108

株主資本合計 69,760 73,362

その他有価証券評価差額金 4,418 △1,183

土地再評価差額金 2,368 2,368

評価・換算差額等合計 6,786 1,184

少数株主持分 58 58

純資産の部合計 76,604 74,606

負債及び純資産の部合計 1,739,189 1,734,840
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

経常収益 9,687 9,844

資金運用収益 7,537 7,612

（うち貸出金利息） 6,053 5,887

（うち有価証券利息配当金） 1,414 1,636

役務取引等収益 1,120 1,142

その他業務収益 77 118

その他経常収益 952 969

経常費用 9,205 12,949

資金調達費用 951 570

（うち預金利息） 773 512

役務取引等費用 610 665

その他業務費用 41 3,386

営業経費 5,668 5,616

その他経常費用 1,932 2,710

経常利益又は経常損失（△） 482 △3,105

特別利益 405 387

償却債権取立益 405 379

その他の特別利益 － 7

特別損失 9 217

固定資産処分損 9 3

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額  213

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

878 △2,934

法人税、住民税及び事業税 14 13

法人税等調整額 △29 4

法人税等合計 △15 18

少数株主損益調整前四半期純損失（△）  △2,953

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3 7

四半期純利益又は四半期純損失（△） 897 △2,960
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（３）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 
 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 
該当事項はありません。 
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平成 23 年３月期 第 1 四半期決算短信補足資料 

 

  当行の平成 23年３月期 第 1四半期(平成 22年４月１日から平成 22年 6月 30日)における四半期業績

について、お知らせします。 

 

１．平成 23 年３月期 第 1 四半期の業績  【単体】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
                                                                (単位：百万円)         

  平成 23 年 3 月期 

第 1 四半期 

(3 ヵ月間) 

平成 22 年 3 月期 

第 1 四半期 

(3 ヵ月間) 

 

平成 22 年 3 月期 

第 1 四半期比 

 業 務 粗 利 益                4,103 7,028 △2,924

資    金    利    益 7,031 6,631 399

役 務 取 引 等 利 益 340 361 △21 

そ の 他 業 務 利 益           △3,267 35 △3,303

 経費(除く臨時処理分)  5,301 5,470 △168

 業務純益(一般貸倒繰入前)  △1,197 1,558 △2,755

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額              △31 － △31

業 務 純 益              △1,166 1,558 △2,724

 コ ア 業 務 純 益            2,096 1,546 549

臨 時 損 益             △1,775 △916 △858

不 良 債 権 処 理 額 (△ ) 560 589  △28

株 式 等 関 係 損 益              △858 △126 △731 

 うち株式等償却(△) 825 126 698

経 常 利 益             △2,941 641 △3,583

 

特 別 損 益                5 310 △305  

四 半 期 純 利 益 △2,976 941 △3,917  

(参考) 

信 用 コ ス ト ( 注 ) 529 440 88

(注)前第 1 四半期については貸倒引当金残高の減少による利益計上を含んでおります。 
 
 
 
 

  当第 1 四半期の業績は、預金は前年同期比 167 億円増加、貸出金は同 217 億円増加と順調に

増加したことなどから、コア業務純益が前年同期比 5億 49百万円増加し 20億 96 百万円となり、

計画どおり推移しました。 

一方、経営強化計画で計画した変動利付国債の処理を前倒しで実施し約 34 億円の売却損を計

上した結果、経常利益は△29 億 41 百万円、四半期純利益は△29 億 76 百万円となりました。 
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２．「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」        

 (1)東和銀行【単体】 

                                                               （単位：億円）         

 平成22年6月末 平成21年6月末 平成22年3月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権    116    141    121 

危   険   債   権    586    620    599 

要   管   理   債   権    178    161    179 

小 計    881    924    900 

正 常 債 権 11,170 10,916  11,189 

合 計 12,051 11,840    12,090 

   

総 与 信 に 占 め る 開 示 額 の 割 合 7.31％ 7.80％ 7.45％ 

    

 (2)東和銀行と東和フェニックス㈱の合算 

                                                              （単位：億円）         

 平成22年6月末 平成21年6月末 平成22年3月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権    145    176    154 

危   険   債   権    614    666    627 

要   管   理   債   権    178    161    179 

小 計    938  1,004    962 

正 常 債 権 11,170 10,916  11,189 

合 計 12,109 11,921    12,151 

   

総 与 信 に 占 め る 開 示 額 の 割 合 7.75％ 8.42％ 7.91％ 

  （注） 
        上記の平成 22 年 6 月末の計数は､「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第 4 条        

        に規定する各債権のカテゴリーにより分類しております。 

  算出方法については、平成 22 年 6 月 30 日を基準日として「自己査定基準」に基づき自己査定を実施     

  して算出しております。 

  なお、計数については部分直接償却実施後の残高を記載しております。 

※ 債務者区分との関係 

  破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先に対する債権） 

  危険債権（破綻懸念先に対する債権） 

  要管理債権（要注意先のうち、元本または利息の支払いが 3 ｶ月以上延滞しているか、又は貸出条件 

        を緩和している債権） 

 
 
３．自己資本比率（国内基準）  
  

【連結】                                        【単体】        

 平成22年6月末 平成22年3月末  平成22年6月末 平成22年3月末

連結自己資本比率  8.84% 9.19% 自己資本比率  8.85% 9.20% 

連結Ｔｉｅｒ1比率  7.50% 7.85% 

 

Ｔｉｅｒ1比率  7.51% 7.85% 
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４．時価のある有価証券の評価差額    【単体】 
○ 評価差額                                       （単位：億円）              （単位：億円） 

平成22年6月末 平成21年6月末 平成22年3月末 

評価差額 評価差額 評価差額  
時価 

 うち益 うち損
時価

 うち益 うち損
時価 

 うち益 うち損

その他有価証券 3,123 81 103 21 3,072        8   58   50 3,432 5 63 57

株式 118 10 20 10   165   12   36    23 137 19 32 12

債券 2,570 78 78 0 2,767 8    21   13 2,949 △8 28 36 

その他 433 △6 3 10    139   △13     0 13 345 △5     2 8

（注）   1.「評価差額」及び「含み損益」は、取得原価と時価との差額を計上しております。                       

         2. なお、満期保有目的の債券に係る含み損益は以下のとおりであります。 

     （単位：億円）              （単位：億円） 

平成22年6月末 平成21年6月末 平成22年3月末 

含み損益 含み損益 含み損益  
帳簿 

価額  うち益 うち損

帳簿

価額  うち益 うち損

帳簿 

価額  うち益 うち損

満期保有目的の

債券 
992 22     31    8 1,148 7   17    10 1,057 19 25 5

 
５．その他参考計数  【単体】 
   預金・貸出金・預り資産等の残高                                     （単位：億円） 

 平成22年6月末 平成21年6月末 平成22年3月末 

預      金 16,267 16,100 15,989 

 貸  出  金 11,954 11,737 11,997 

預り資産等の残高  1,333  1,361  1,413 

  ※預り資産等の残高は、投資信託と個人年金保険を合計しております。 

 
以上           
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